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小山市における議会改革（続報）
地域政策動向１
小山市における議会改革（続報）
　本研究所が受託事業として行った小山市議会基本条例策定支援事業
は、無事終了し、平成２３年１２月２２日、小山市議会は、下記のと
おり、議会基本条例案を可決成立させた。同条例は平成２４年４月１
日に施行される。
　　　　　　　　　　小山市議会基本条例（案）
目次
　前文
　第１章　総則（第１条－第３条）
　第２章　議会の基本的組織（第４条－第６条）
　第３章　議会及び委員会の運営の原則（第７条－第１０条）
　第４章　市民と議会の関係（第１１条－第１４条）
　第５章　市長等と議会及び議員の関係（第１５条－第２０条）
　第６章　議員の責務と活動（第２１条－第２７条）
　第７章　議会の補助的機構等（第２８条・第２９条）
　第８章　議会改革（第３０条）
　第９章　この条例の最高規範性及び見直し（第３１条・第３２条）
　附則
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　小山市議会（以下「議会」という。）は、
小山市住民の直接選挙によって民主的に選出
された議員（以下「議員」という。）により
構成されていることを自覚し、常に市民（市
内に居住し、通勤し、又は通学する者及び市
内で事業を営み、若しくは活動するものをい
う。以下同じ。）の福祉の向上のために活動
するものである。
　民主主義の根本は合議であり、議会は、市
民の意思を代弁する合議体であることから、
条例の制定改廃その他市政の重要事項につい
て市の意思決定をし、二元代表制の原理に基
づき、市長等（市長その他の執行機関及び補
助機関としての職員をいう。以下同じ。）の
行政の執行状況を監視すること等を通じて、
市民の意見を適切に市政に反映させなければ
ならない。
　また、議会は、市及び市民の現在及び将来
に対して大きな責任を負っており、常に住民
自治の実現のために積極的に議会活動を行う
とともに、不断に議会の活性化を推進してい
かなければならない。
　議会は、これらの視点に立ち、ここに議会
運営の基本となる住民自治に基づいた諸原則
を体系的に定めるものである。
　　　第１章　総則
　 （目的）
第１条　この条例は、議会の組織、運営等並
びに議員の責務、活動等に関する基本的事
項について定め、もって、議会が、二元代
表制の下でその与えられた責務及び市民の
代表機関としての役割を適切に果たすこと
により、市民の福祉の向上及び市勢の発展
に寄与することを目的とする。
　 （議会の役割及び活動原則）
第２条　議会は、市民の代表機関として市民
の意思を市政に反映させ、条例の制定改廃、
予算及び決算その他の市政の重要事項につ
いて市の意思決定を行うとともに、市長等
の行政の執行状況を常に監視し、同時に自
らも不断の努力によって議会の活性化、議
会活動の公平性及び透明性の確保並びに市
民に対する説明責任を果たすことに努めな
ければならない。
　 （議会の議決事件）
第３条　議会の議決事件は、地方自治法（昭
和２２年法律第６７号。以下「法」という。）
第９６条第１項各号に掲げる議決事件のほ
か、同条第２項の規定に基づく小山市議会
の議決事件に関する条例（平成２１年条例
第２３号）に定める議決事件とし、必要に
応じて同条例に市政の重要事項を加えるも
のとする。
　　　第２章　議会の基本的組織
　 （議員定数）
第４条　法第９１条第１項の規定に基づく議
会の議員の定数（以下「議員定数」という。）
は、議会制民主主義における重要な要素で
あることをかんがみ、市民の意見が市政に
十分に反映され、住民自治を実現すること
ができる数とする。
２　議会は、議員定数の改定に当たっては、
十分な審議時間を確保し、議会改革の視点
のみならず、市政の現状、将来の予測等を
考慮し、市民の意見を聴取した上で、検討
しなければならない。
３　議員定数は、小山市議会の議員の定数を
定める条例（平成１４年条例第４９号）に
定める。
　 （委員会の設置及び活動原則）
第５条　議会は、法第１０９条及び第１０９
条の２の規定に基づき、次に掲げる常任委
員会及び議会運営委員会を置く。
　⑴　総務常任委員会
　⑵　民生消防常任委員会
　⑶　教育経済常任委員会
　⑷　建設水道常任委員会
２　議会は、法第１１０条の規定に基づき、
必要に応じて議決により特別委員会を置く
ものとする。
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３　常任委員会、議会運営委員会及び特別委
員会（以下「委員会」という。）は、円滑
かつ効率的な議会運営を推進するため、付
議された事項について積極的に審査、調査
等を行うものとする。
４　委員会は、市政に関する政策立案及び政
策提言を活発に行い、議会の閉会中におい
ても、その専門性及び特性を活かした活動
を積極的に行うものとする。
５　前各項に定めるもののほか、委員会に関
し必要な事項は、小山市議会委員会条例（昭
和４３年条例第２０号）に定める。
　 （議員全員協議会の設置）
第６条　議会は、議案の審査並びに市政に関
する課題及び議会の運営に関する協議又は
調整を行うため、議員全員協議会（以下「全
員協議会」という。）を置く。
２　前項に定めるもののほか、全員協議会の
運営に関し必要な事項は、別に定める。
　　　第３章　議会及び委員会の運営の原則
　 （審議及び審査の原則）
第７条　議会は、定例会、臨時会及び委員会
の会期等の設定並びに議会の審議及び委員
会の審査（以下「審議等」という。）に当たっ
ては、議員相互の公平かつ自由な議論が行
えるよう、十分な討議時間の確保に努める
ものとする。
２　議会は、議員が提案した案件の審議等に
当たっては、市長等その他当該案件の関係
者との議論の機会を設けるよう努めるもの
とする。
　 （会議の公開）
第８条　議会は、議会活動の公平性及び透明
性を確保し、市民に開かれた議会を目指す
ため、議会及び委員会の会議について原則
公開するものとし、市民に対する議会活動
の情報提供及び分かりやすい討議を行うよ
う努めるものとする。
　 （意見の聴取等）
第９条　議会は、請願又は陳情があったと
きは適切かつ誠実にこれを審議等するもの
し、必要があると認めるときは、請願又は
陳情を行ったもの（団体である場合はその
代表者）から意見を聴取するものとする。
２　議会は、委員会における審査等に当たっ
て、法第１０９条第５項及び第６項に規定
する公聴会制度及び参考人制度（以下「公
聴会制度等」という。）を十分に活用し、
利害関係人の意見、有識者の専門的意見、
市民の意見等を聴取する機会を設けるもの
とする。
　 （審査及び調査）
第１０条　議会は、法第１００条の２に規
定する議案の審査又は市の事務に関する調
査のために必要な専門的事項に係る調査に
ついて、有識者等にさせることができる権
能を計画的に活用するよう努めるものとす
る。
　　　第４章　市民と議会の関係
　 （市民参画及び市民との連携）
第１１条　議会は、常に市民の多様な意見を
反映させる議会運営を行うため、議会活動
における市民参画（市民が、市の政策の立
案、実施及び評価等の過程に主体的に参加
し、市政の意思決定に関わることをいう。）
の促進、市民と連携した政策の立案、及び
市長等の行政の執行状況に対する監視活動
が実現できるように努めなければならな
い。
　 （議会報告会の開催）
第１２条　議会は、議会活動についての市民
に対する報告をし、及び市民との意見交換
をするため、原則として全議員の出席の下
で、議会報告会を開催するものとする。
２　前項に定めるもののほか、議会報告会の
運営に関し必要な事項は、別に定める。
　 （議決状況等の公表）
第１３条　議会は、市民に対する説明責任を
果たすため、定例会及び臨時会ごとに、各
議案に係る各議員の賛否その他議決の状況
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について公表するものとする。
　 （議会広報活動の充実及び強化）
第１４条　議会は、市民に対し、市政及び
議会活動に関する情報を適切に伝達するた
め、議会広報活動の充実及び強化に努めな
ければならない。
２　議会は、議会広報活動の充実及び強化を
図るため、議会広報委員会を置く。
３　前項に定めるもののほか、議会広報委員
会に関し必要な事項は、別に定める。
　　　第５章　市長等と議会及び議員の関係
　 （緊張関係の保持）
第１５条　議員は、二元代表制の趣旨に照ら
し、議会における審議等において、市長等
と常に緊張関係を保つように努めなければ
ならない。
　 （一問一答方式）
第１６条　議会の会議における議員及び市長
等との質疑応答は、論点及び争点を明確に
するため、一問一答の方式で行うことがで
きるものとする。
　 （質疑に対する答弁）
第１７条　法第１２１条の規定により議場に
出席した者及び小山市議会委員会条例の定
めにより委員会の会議に出席した者は、本
会議にあっては小山市議会議長（以下「議
長」という。）、委員会にあっては各委員会
の委員長の許可を得て、論点及び争点の整
理をするために質疑の趣旨を確認した上
で、議員の質疑に対し答弁することができ
るものとする。
　 （議員の文書による質問）
第１８条　議員は、会期中又は閉会中のいず
れかにかかわらず、議会活動に必要と認め
るときは、議長を経由して市長等に対して
文書により質問することができるものとす
る。この場合において、市長等は、文書に
より回答を行うものとする。
　 （議決事件の説明）
第１９条　議会は、市長が提案する条例案、
予算案、決算その他の議決事件について審
議等を行うに当たっては、その背景、代替
案との比較、総合計画上の位置付け、関係
法令等、財源措置、政策等の効果予測、将
来にわたるコスト計算その他の審議に必要
な資料（以下「説明資料」という。）を冊
子化した上で、関係議員に対する配布及び
説明を行うよう、市長等に対し求めるもの
とする。
２　説明資料のうち、条例案に係るものは、
次に掲げるものとする。
　⑴　条例案の提案理由についての説明
　⑵　条例案に係る新旧対照表（改正の場合）
　⑶　条例案に関連する法令、条例等の参照
　　条文
　⑷　前３号に掲げるもののほか、条例案の
　　審議等に必要であると認める資料
３　説明資料のうち、予算案及び決算に係る
ものは、施策別又は事業別に分かりやすく
まとめた内容のものとする。
　 （行政の執行状況の監視）
第２０条　議会は、市長等の行政の執行状況
について不断に調査及び監視をし、適切な
執行がなされていないと認めるときは、速
やかにその是正のために必要な措置を講じ
なければならない。
　　　第６章　議員の責務と活動
　 （議員の責務及び活動原則）
第２１条　議員は、市政の課題の解決等のた
め、常に市民の意見の把握に努めるととも
に、法令等及び財務等に関する調査研究活
動を行い、不断に自己研さんに努め、市民
の代表としての責務を果たさなければなら
ない。
２　議員は、一部の団体、地域等の代表者で
はなく、市民全体の代表者であることを深
く認識し、市民全体の福祉の向上及び市勢
の発展を目指して活動を行わなければなら
ない。
　 （議員の説明責任）
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第２２条　議員は、自らの議会活動に関し、
市民に対し説明責任を果たさなければなら
ない。
　 （議員の政治倫理）
第２３条　議員は、小山市議会議員の政治倫
理に関する条例（平成１９年条例第１７号）
の定めを遵守し、政治倫理に反する疑惑を
持たれるおそれのある行為をしない等、市
民の代表者としてふさわしい品位を保つよ
う努めなければならない。
　 （会派）
第２４条　議員は、政策立案等について共通
の理念を有する議員により構成される議会
活動を行う団体として、会派を結成するこ
とができる。
　 （政務調査費の原則）
第２５条　議会は、議員の議会活動に必要
な調査研究に要する経費の一部に充てるた
め、法第１００条第１４項に規定する政務
調査費（以下「政務調査費」という。）を
支給するものとする。
２　政務調査費の額は、議員の議会活動に必
要な調査研究に要する経費を基準として、
市の財政状況を勘案して決定するものとす
る。
３　議員は、政務調査費の交付を受けたとき
は、別に定める政務調査費の使途基準に従
い、当該交付制度の目的に即した活動のた
め、適切にこれを使用しなければならない。
４　議会は、政務調査費の支給を受けた議員
から提出を受けた政務調査費収支報告書そ
の他の関係資料を積極的に公表するものと
し、市民からその使途内容等についての説
明を求められたときは、当該議員は、それ
に応じなければならない。
５　前各項に定めるもののほか、政務調査費
に関し必要な事項は、小山市議会政務調査
費の交付に関する条例（平成１３年条例第
１号）に定める。
　 （議員報酬等の原則）
第２６条　法第２０３条の規定に基づき支給
する議員の議員報酬、費用弁償及び期末手
当（以下「議員報酬等」という。）の額は、
社会情勢、財政状況及び類似する他の報酬
等並びに議員の職務内容、活動状況等を勘
案して決定するものとする。
２　議会は、議員の議員報酬等の額の改定を
行うに当たっては、公聴会制度等の活用等
により、有識者の専門的意見、市民の意見
等を聴取し、当該意見等を反映するよう努
めなければならない。
３　前２項に定めるもののほか、議員の議員
報酬等に関し必要な事項は、小山市議会の
議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条
例（昭和３１年条例第１９号）に定める。
　 （議員の研修体制の充実及び強化）
第２７条　議会は、議員の政策提言、政策立
案及び調査活動能力の向上に資するための
専門的研修等の充実及び強化に努めなけれ
ばならない。
２　議員は、議員としての資質向上を図るた
めに常に自己研さんに努め、前項の研修等
に積極的に参加するよう努めなければなら
ない。
　　　第７章　議会の補助的機構等
　 （議会事務局の設置並びに体制の整備及び
　　強化）
第２８条　議会は、法第１３８条第２項の規
定に基づき、議会に事務局（以下「議会事
務局」という。）を置く。
２　議会は、政策提案機能、立法機能等を補
助するため、議会事務局の体制の整備及び
強化（以下「体制整備等」という。）に努
めるものとする。
３　議長は、体制整備等のため、専門的知識
及び経験を有する職員等の配置に努めるも
のとする。
４　議会は、体制整備等のために必要な予算
の確保に努めるものとする。
５　前各項に定めるもののほか、議会事務局
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に関し必要な事項は、小山市議会事務局条
例（昭和４０年条例第４３号）に定める。
　 （議会図書室の整備等）
第２９条　議会は、法第１００条第１８項の
規定に基づき設置する議会図書室を議員の
みならず市民及び市長等の利用に供するも
のとする。
２　議会は、議員の議会活動に必要な調査研
究に資するため、法令等により備え置くこ
ととされた図書等のほか、市政に関連する
情報を可能な限り収集し、議会図書室に備
え置く資料等の充実に努めなければならな
い。
３　前２項に定めるもののほか、議会図書室
の管理、運営等に関し必要な事項は、小山
市議会図書室規程（昭和４３年議会訓令第
１号）に定める。
　　　第８章　議会改革
　 （議会改革の推進）
第３０条　議会は、議会改革に継続的に取り
組み、その推進に努めなければならない。
２　議会は、議会改革の推進に資するため、
議員により構成される議会改革推進協議会
を設置し、議長の諮問に基づき、協議を行
うものとする。
３　前項に定めるもののほか、議会改革推進
協議会の運営等に関し必要な事項は、別に
定める。
　　　第９章　この条例の最高規範性及び見
　　　直し
　 （最高規範性）
第３１条　この条例は、議会に関する最高規
範であり、議会は、この条例を誠実に遵守
するものとする。
２　議会は、議会に関する他の条例、規則等
の制定改廃及び解釈に当たっては、この条
例の趣旨を尊重し、この条例に定める事項
との整合性を図らなければならない。
３　議会は、前２項の規定を適正に行うた
め、一般選挙による議員の新たな任期の開
始後、速やかにこの条例に関する研修を行
わなければならない。
　 （この条例の見直し）
第３２条　議会は、この条例の目的の達成状
況について、随時検証するものとし、その
検証の結果、制度の改善等が必要であると
認めるときは、この条例の改正その他必要
な措置を講ずるものとする。
　　　附　則
　この条例は、平成２４年４月１日から施行
する。
　
（提案理由）
　地方分権改革の進展に伴い二元代表制を担
う議会の役割や責任は増大しており、より一
層議会機能の充実強化が求められています。
このことから、議会運営の基本事項を定めた
議会基本条例を制定するため、提案するもの
である。
（文責　市村充章）
